
平成29年度事務事業進行管理表(事務事業計画・予算管理)
１ 事業概要 課等No. 4 事業No. 48

事務事業名 市税賦課事業
会計 一般会計

事業区分 経常 実施区分 継続

担当課等名 税務課 開始  終了  

根
拠

主要区分 主 記号 計画等名称

戦略計画
   

   

   

分野別計画
  

  

  

法令・例規等
○ 地方税法

  

  

事業目的
対象 納税義務者、納税通知書・納付書

意図 市税の適正な賦課を行い、納税義務者に確実に届ける

２ 事業内容

事務事業を進める
上での課題認識

(前年度評価)

地方税電子申告（eLTAX）の普及促進により納税者の利便性向上と賦課業務の効率化を図ることができました。

税務の専門知識が必要であるが経験の浅い職員も多いことから、職員の専門知識の習得や情報収集のため、研修会へ

の参加を計画的に実施します。また賦課業務における処理手順を明確にし、法改正に伴う対応など正確で統一的な事

務処理を行うため、業務マニュアルの見直しや整備を行います。

29年度
取組

取組内容 経費の内容 事業費(千円)
・市民税、固定資産税、軽自動車税の納税通知書を確実に送達し

ます。

・適正な市税賦課を行うため、賦課資料の整理と課税客体の把握

に努めます。特に29年度には、30年度からの住民税特別徴収全事

業所指定導入の準備、家屋の経年異動調査を実施します。

・市税賦課と納税通知書の発送を確実・円滑に行うため、電算に

よる課税事務処理を実施します。

・平成30基準年度評価替えに向け、必要な業務を実施します。

・地方税電子申告（eLTAX）の利用を促進します。

固定資産評価員報酬等、団体負担金 241

納税通知書発送等賦課業務に係る経常経費 41,652

電算処理等課税事務に関わる委託費 67,446

  

  

  

  

  

  

その他の経費 0

活動指標

指標名　(数値で表せる活動量) 単位
平成29年度

計画
平成30年度

 
平成31年度

 
平成32年度

 
納税者に納付書が確実に到達した割合 ％ 99.9    

納税通知書送達 件 113,900    

賦課資料の整理 件 54,600    

課税事務処理 件 158,000    

評価替え業務 業務 3    

申告件数（eLTAX） 件 41,500    

29年度
予算

財源の状況(千円) 当初予算額 特定財源内訳及び補足事項
事業費　計 109,339 （県）県民税取扱委託金　20,335千円

（そ）徴税諸証明手数料　 5,890千円

（そ）徴税閲覧手数料　　  1,230千円

（そ）諸収入　　　　　　　　　　  30千円

国庫支出金 0

県支出金 20,335

地方債 0

その他 7,150

一般財源 81,854

３ 事務事業を構成する予算科目
番
号

会
計

款 項 目
大
事
業

中
事
業

当初予算額
中事業名(科目名称)

現計予算額

1    1 2 2
 
1  10

 
1

241

0
賦課総務費

2    1 2 2
 
2  10

 
1

41,652

0
賦課費

3    1 2 2
 
2  10

 
2

67,446

0
課税事務委託費

4       
 

 
 

5       
 

 
 

6       
 

 
 

7       
 

 
 



(環境ISO管理)

事業No. 48 事業名  市税賦課事業 税務課

環境側面
常
時

非
常
時

緊
急

評
価
１

評
価
２

評
価
３

評
価
４

評
価
５

評
価
６

著
し
い

法令順守 要求事項 中間 年間

一般事務 〇   － × × － × －  

家庭用冷蔵庫の廃

棄
 〇  － × － － － －  

軽自動車の廃棄  〇  － × × － － －  

特定家庭用機器再商品化法（家電

リサイクル法）
廃棄時における家電リサイクル券の排出者控えの受領・保管 － －

　　　　　　　　　　〃
家電リサイクル券（控）に記載された「お問い合わせ管理表

番号」による検索で、メーカーに引き渡されたことを確認
－ －

使用済み自動車の再資源化等に関

する法律
リサイクル券の保管（自動車保有時） ○ －

　　　　　　　　　〃 使用済自動車引取証明書の受領・保管 ○ －

　　　　　　　　　〃
「自動車リサイクルシステム」のサイトで処理状況を検索し

、処理済であることを確認
○ －

           

           

           

           

           

リスク・機会

環境目標
①実施事項
②達成期限（いつまでに）
③結果の評価方法（どのような水準で）

環境目標達成のための手段・方法・手順

中間評価 年間評価

進捗状況・成果
達成
状況

進捗状況・成果
達成
状況

繁忙期の職員の負担の増加（

エコ通勤が困難となる等）

ＣＯ2発生の抑制による良好な

住環境の確保

廃棄物の減量と資源の有効活

用

軽自動車のカーエアコンに使

用されるフロンガス回収によ

り排出を抑制

 自家用車による通勤回数に対する

ノーマイカー通勤の割合を

年間を通して

30％以上を目指す

徒歩、自転車、乗り換え、バス、電車

相乗り

4月16.94%、5月13.33%、6月17.

68%と市民税の繁忙期とはいえ非

常に低い達成率となってしまった

。7月21.18%、8月16.58%、9月

18.82%と低調で、実施対象者の

見直しを検討。

×

10月29.52%、11月31.0%、12月

36.14%とおおむね目標を達成し

た。1月31.25%、2月19.08%、3

月20.32%と市民税の繁忙期から

低い達成率となった。実施可能な

時期に集中的に行うことなどを検

討する必要がある。

×


